
「文部科学省実績評価書－平成１５年度実績－」及び

「文部科学省事業評価書－平成１７年度新規・拡充事業及び

平成１５年度達成年度到来事業－」について

（概 要）

平成１６年８月

文 部 科 学 省

文部科学省では「文部科学省政策評価基本計画 （平成１４年３月）」

及び「平成１６年度文部科学省政策評価実施計画 （平成１６年３月）」

を策定し、これらに基づき、所掌する政策について平成１５年度の実績

評価を実施するとともに、平成１７年度予算概算要求の新規・拡充事業

の事前評価及び平成１５年度に達成年度が到来した事業の事後評価を実

施した。

文部科学省では、これらの評価を実施し、分かりやすく提示すること

により国民への説明責任を果たすとともに、評価の結果が今後の政策に

適切に反映され、効率的・効果的な行政が推進されるよう努める。

なお、これらの結果は 「文部科学省実績評価書－平成１５年度実績、

－」及び「文部科学省事業評価書－平成１７年度新規・拡充事業及び平

成１５年度達成年度到来事業」として文部科学省のホームページ等にお

いて公表し、総務大臣へ送付する。

１ 「文部科学省実績評価書－平成１５年度実績－」について．

実績評価では、指標や主な政策手段等の状況を踏まえつつ、施策ご

とに施策目標（基本目標）及び達成目標の達成度合い又は達成に向け

ての進捗状況を把握して事後評価を行った。

実績評価書のポイント

（１ 「文部科学省の使命と政策目標」として９つの政策目標、４２の）

施策目標、２３４の達成目標を設定 （昨年度は２２３達成目標）。

（２）施策目標（基本目標）及び達成目標の達成度合いを、昨年度の３

段階の分類から改め 想定した以上に達成 想定どおり達成 一、「 」「 」「

定の成果が上がっているが、一部については想定どおり達成できな

かった 「想定どおりには達成できなかった」の４段階に分類 【図」 。



１】

（３）施策目標ごとに、達成目標の達成がなぜ施策目標（基本目標）の

達成に繋がったのか論理的・実証的に説明（評価票及び説明図に明

示 【図２】）

（４）各施策目標（基本目標）及び達成目標と、これらを達成するため

に行った行政活動（ 政策手段 ）との関係を明示（評価票及び説明「 」

図に明示）

（５）実績評価と事業評価の連携を強化することにより、実績評価の結

果得られた課題・問題点等を平成１７年度予算概算要求（新規・拡

充事業）等の政策へ一層適切に反映。

２ 「文部科学省事業評価書－平成１７年度新規・拡充事業及び平成１．

５年度達成年度到来事業」について

事業評価では、

①事前評価として、社会的影響又は予算規模が大きいもの（研究開発

課題については総額１０億円以上）で、平成１７年度予算概算要求

において新規要求又は拡充要求が予定されている７８事業（ 新規「

・拡充事業 ）を対象に、事業の必要性、効率性、有効性、得よう」

とする効果、達成年度等の評価

②事後評価として、過去に事前評価を実施したもので平成１５年度に

達成年度が到来した８事業（ 達成年度到来事業 ）を対象に、得ら「 」

れた効果を把握し、得ようとした効果との比較・検討を行うことに

よる事後的な検証

を実施した。ただし、文部科学省所管の独立行政法人において企画・

実施される事業については、事業評価の対象としていない。

事業評価書のポイント

（１）事前評価（新規・拡充事業）について、事業の実施によりどのよ

うな状態になることを目指すのか（ 得ようとする効果 ）を明確に「 」

するとともに、これらの効果を把握するための指標の設定、外部評

価の活用等の方針（ 効果の把握の仕方 ）を明示するよう努めた。「 」

【表１】

（２）事業の実施により得ようとする効果と、上位の達成目標及び施策



目標（基本目標）の論理的な関係の整理に努めた。

（３）事後評価（達成年度到来事業）については、得られた効果を可能

な限り具体的なデータ・情報等を用いて客観的に示すよう努めた。

（４）実績評価と事業評価の連携を強化することにより、新規・拡充事

業の事前評価が、関連する施策の過去の実績を踏まえたものとなる

よう努めた。



１５年度実績評価書における施策目標（基本目標）・達成目標の達成度合いのまとめ
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スーパーSINETの整備
国立情報学研究所運営費交付金

６，８００百万円の内数

「老朽化した施設の改善」の
進捗にやや遅れが見られるも
のの、「大学院施設」や「卓
越した研究拠点」等の整備な
どが進んだことから、全体的
には大学の多様な研究活動を
支える施設環境基盤の整備・
充実が概ね順調に進んだ。

＜達成目標５－５－１＞

２０１０年を目途に、知的基盤整備計画（科学技術・学術審議
会阿部前会長より遠山大臣に平成１３年８月３０日に答申）に
記載された重点的に整備する知的基盤（①研究用材料（微生
物等の生物遺伝資源等）、②計量標準、③計測方法・機器等、
④データベース）の整備について、⑥指標に示されているよう
な整備目標を達成する。

→平成1５年度は、 研究材料数、計量標準の整備数、材料物
性データベースのデータ数は増加し、一定の成果は上がって
いるが、特にライフサイエンス分野の多くの計測方法・機器に
ついて海外依存度が高く、一部について想定どおり達成でき
なかった

＜達成目標５－５－２＞

多様な物質・材料の構造解析をはじめとして、従来の光源では
達成できない未踏の科学技術領域の開拓に寄与する施設であ
る大型共同利用施設（SPring-8：Ｓｕｐｅｒ Ｐｈｏｔｏｎ ｒｉｎｇ ８ＧｅＶ

の略称）の共用利用をさらに促進し、優れた研究成果を社会に
還元するため、施設整備等を進め、利用者数が前年度に比べ
て拡大するよう運用を図る。

→平成1５年度は、利用者数も更に拡大しており、一定の成果
は上がっているが、一部については想定どおり達成できなかっ
た

＜達成目標５－５－３＞

観測実験・シミュレーション等で大容量のデータを扱い、超高
速・広帯域のネットワークを必要とする高エネルギー・核融合科
学をはじめとする先端分野の研究を一層推進するため、先端
的研究機関を最速10Gbpsの回線で接続する超高速研究ネット
ワーク（スーパーSINET）のノード（接続拠点）数を平成15年度
までに28機関において整備し、さらに順次拡充する。

→ノード（接続拠点）を平成１６年３月までに２８機関において整
備しており、想定どおりに達成

施策目標５－５（研究開発基盤の整備）
平成１５年度の実績評価の結果の概要

＜達成目標５－５－４＞

世界水準の教育研究成果の確保を目指し、国立大学等施設緊
急整備５ヵ年計画に基づき、約６００万㎡の国立大学等の施設
整備を重点的・計画的に行う。

→平成1５年度は、全体計画の約55％に達しており、 一定の成
果は上がっているが、一部については想定どおり達成できな
かった

高度な研究を支える情報科学
技術を活用した基盤の高度化、
高機能化の実現を図った。

産業界による施設の利用は着
実に増加しているが、一層の
産業界の利用割合の向上も望
まれる。今後も利用者数の更
なる拡大を図るため、利用者
の多様なニーズに応えること
ができる施設・設備の整備を
継続していくことが必要であ
る。

研究者の研究開発基盤、さら
には広く経済社会活動を安定
的に支える知的基盤の整備は
概ね順調に進んでいるが、国
内市場における国内企業の
シェアが低い先端計測分析技
術・機器については、引き続
き開発を強化することが必要
である。

ナショナルバイオ
リソースプロジェクト

４，０００百万円

タンパク３０００プロジェクト
９，５００百万円

バイオインフォマティクス
推進センターの整備運営

２，０００百万円

SPring-8の共用の促進
11,200百万円

NIMS物質・材料データ

ベース整備

ＰＦＩ事業の実施

報告書による啓蒙

地財特法の規制緩和措置

国立学校施設整備事業
施設整備費：

107,400百万円の内数

図２



事業評価書における「得ようとする効果」と「効果の把握の仕方」の記述例 【表１】

事業名 得ようとする効果 達成年度 効果の把握の仕方

図書館の連携・協力
と情報拠点化に関す
る調査研究

この事業では、①図書貸出数の増加、②図書館間における
図書の相互貸借数の増加、③地域情報等の集積数の増
加、④レファレンスの件数の増加及び内容の充実を目指す
ものである。このことにより、図書館が地域の情報拠点とし
て、地域住民への多様な情報サービスの提供や、住民の高
度な要求に対応するための図書館業務の高度化と効率化
が行われるようになる。

１９年度

本事業の効果は、図書の貸し出し数の伸び率の把握、図書の
相互利用数の推移などにより、図書館間の連携協力の効果が
把握できる。また、図書館や他施設を含めた、地域における情
報の収集件数・提供可能件数により測定。情報提供状況につ
いては、レファレンス対応状況や回答内容に関する利用者へ
のアンケート調査や、情報提供件数の実績により効果を把
握。

地域医療等社会的
ニーズに対応した医
療人教育支援プログ
ラム

国公私を通じた競争的環境の中で、優れた教育プロジェクト
を選定し財政支援することにより、全人的医療や地域医療
を担う医療人養成のための教育の活性化を促進するととも
に、ひいては地域医療へ貢献することを目的とする。

１９年度

教育の活性化については、本事業に対する応募と選定の状
況、選定された取組みの実績報告、作成した事例集や開催し
たフォーラムへの社会的反響、卒後臨床研修への研修医の応
募状況等を通じて把握する。
また、地域医療への貢献については、卒後臨床研修終了後に
おける研修医の地域医療機関への定着状況等を通じて把握
する。
なお、今後、本事業を進める上で、教育の活性化や地域医療
への貢献を検証する有識者による第三者評価の実施につい
て検討して行きたい。

特定放射光施設の
共用の促進に必要な
経費

　SPring-8における研究成果の輩出促進に重点化した供
用・支援を行うことにより、
　①研究成果の質的向上及び量的拡大
　（目標：有名学術誌への論文掲載数等について、16年度
　　実績に対し5年間で倍増を目指す。）
　②新規利用者数の拡大及びリピーター率の向上
  （目標：新規利用者数及び産業利用リピーター率の対前年
　　度増を目指す。）
　③産業利用率の向上及び有償利用の拡大
  （目標：全体に占める産業利用率を10→20%に拡大、
　　また、有償利用については16年度実績に対し5年間で
50%の増額を目指す。）
を図る。

２１年度

（１）SPring-8利用により輩出される研究成果を把握し、インパ
クト・ファクターや引用数等の観点から質の分析を行う。
（２）利用者数（特に新規利用者及びリピーター）及び利用課題
数の伸びを把握する。
（３）産業界の利用割合を把握し、利用分野・業界毎の利用傾
向等の分析を行う。
（４）成果専有課題数の実績及び共同研究等を把握・分析す
る。
（５）各種施策の効果及び有効性を評価・検討する各種委員会
活動を通じ、総合的に効果を把握する。



事業評価書における「得ようとする効果」と「効果の把握の仕方」の記述例 【表１】

事業名 得ようとする効果 達成年度 効果の把握の仕方

食生活に関する教育
の充実（食育推進プ
ラン）

子ども達が正しい食事の摂り方や望ましい食習慣を身に付
け、食事を通じて自らの健康管理ができるよう、食に関する
指導を充実し、子ども達の朝食欠食、肥満傾向の増減の割
合を改善する。

２１年度

高い資質・能力を有する栄養教諭の活用や学校栄養職員を活
用したティーム・ティーチングや特別非常勤講師制度等による
食に関する指導の実施率の増減、朝食欠食・肥満傾向の増減
等を調査により把握する。

大学における途上国
開発協力を通じた国
際競争力強化を図る
ための支援機能（サ
ポート・センター)の充
実・強化

・大学等による途上国開発プロジェクトの受託及び実施が
可　能な学内体制・規則の整備（目標数２０大学）
・大学等の途上国開発プロジェクトの受託への取組の強化
（目標数２０大学）

１９年度

１．業務受託に関する学内規則整備等の大学の体制整備状
況
２．日常的に寄せられる質問等で問題となる、契約等諸制度に
関する情報の収集状況・研修やネットによる回答などの提供
実績
３．プロジェクト情報提供実績、受託支援実績
４．大学のプロジェクト受託に向けて取り組んだ大学数等
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